
平成２７年度（２０１５年度）決算 

大河原町財務報告書 
【統一的な基準による財務書類】

平成２９年３月 

大河原町企画財政課 



平成２７年度大河原町財務書類３表（統一的な基準）を公開します。 

１．はじめに 

 平成 18 年 6 月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律」を契機に、「新地方公会計制度の整備」が位置づけされ、「貸借対照表」、「行政コスト計

算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の財務書類の作成が求められました。 

 こうした状況を踏まえ、大河原町では平成 21 年度から「基準モデル」により財務書類を作成し

てきました。 

 しかし、この財務書類の作成には、複数の基準があることから市町村同士を比較することが難

しいなどの課題があったことから、平成 27 年 1 月に総務省から「統一的な基準」が示され、全国

の市町村等は平成 29 年度までにこの基準に沿った財務書類を作成することになりました。 

 大河原町では、こうした状況を踏まえ、平成 26 年度決算から統一的な基準に基づく財務書類

を作成しています。 

 複式簿記に基づき発生主義による 3 表を作成することにより、大河原町が所有するすべての

資産と負債状況や行政サービスに要したコストを把握することができることから、今後予算編成

や決算分析において活用することで、行財政改革につなげていきます。

２．財務書類 3 表について

(1)財務書類 3 表の内容 

財務書類 内     容 

貸借対照表 

貸借対照表は、年度末時点で大河原町が保有する資産、負債、純資産を表した

もので、大河原町が、住民サービスを提供するために保有している資産と、その資産

をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかについて、総括的に示したもので

す。資産は、サービス提供能力を表し、負債は、将来世代の負担を、純資産は、現

在までの世代の負担を表しています。 

行政コスト計算書及び

純資産変動計算書 

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書近いものですが、単に損益を表すも

のではなく、１年間の行政活動のうち人的サービスや給付サービスなどの資産形成

につながらない行政サービスに係る経費と、その行政サービスの直接の対価として

得られた財源(使用料･手数料等)を対比して示しています。 

 純資産変動計算書は、純資産（過去の世代や国・県が負担した将来負担しなくて

もよい資産）が平成２７年度中にどのように増減したかを、財産、資産評価差額、無

償所管替等、その他に区分して表示したものです。 

 大河原町では、行政コストの発生とそれに伴う純資産の変動との関係性をわかり

やすくするため、行政コスト計算書と純資産変動計算書を結合した計算書を採用し

ています。

資金収支計算書 

資金収支計算書は、１年間の資金の流れを表すもので、収支の性質に応じて業

務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分して表示することで、どのような

活動に資金が使われたかを示しています。 



(2)財務書類 3 表の相関関係（全体会計） 

貸借対照表 

資金収支計算書

矢印は各表で一致する部分を指しており、それぞれの財務書類が相互に関連しています。 

※ 財務書類は 4表形式ですが、本町では行政コスト計算書と純資産変動計算書を結合し 3表

形式にして財務書類を作成しました。 

(3)作成基準日 

  作成基準日は、平成 27 年度末の平成 28 年 3 月 31 日となります。なお、一般会計及び特別

会計における出納整理期間(平成 28 年 4 月 1 日から 5 月 31 日)における出納については、

基準日までに終了したものとして処理しています。 

３．財務書類作成の対象となる会計の区分について 

資産  

42,437百万円 

うち現金預金 

1,691百万円

負債  

14,397百万円 

本年度資金収支額 

173百万円 

前年度末資金残高 

1,366百万円 

本年度末歳計外現金 

154百万円 

本年度末現金預金残高 

1,691百万円 

行政コスト計算書及び純資産変動計算書 

（行政コスト計算書） 

（純資産変動計算書） 

経常費用 

12,216百万円 

臨時損失 

 25百万円 

経常収益 

1,361百万円 

臨時利益 

 87百万円 

純行政コスト 

10,793百万円 

本年度純資産変動額 △1,324百万円 

うち純行政コスト      10,793百万円 

前年度末純資産残高 

29,364百万円 

本年度末純資産残高 

28,040百万円 

純資産  

28,040百万円 

連 結 

一般会計 

国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、仙南夜間初期急患センター事業特別会計、 

地方卸売市場事業特別会計、公共下水道事業会計、水道事業会計 

仙南地域広域行政事務組合、みやぎ県南中核病院企業団、宮城県後期高齢者医療広域連合（普通会計）、 

宮城県後期高齢者医療広域連合（事業会計）、宮城県市町村非常勤消防団員補償報償組合

全 体 

一般会計等 

特別会計 

外郭団体 



○貸借対照表は、住民サービスを提供するために保有している土地や建物などの財産（資

産）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で形成してきたかを表したもの

で、負債は将来世代の負担額を、純資産は現役世代がすでに負担を終えた資産の額を

示しています。 

○資産合計の約 9 割が有形固定資産で占められています。有形固定資産は事業用やイン

フラ用の資産で、行政サービスや町民活動の施設など町民生活やまちの形成に欠かせ

ない社会基盤となる資産です。 

○大河原町では、今までに一般会計等ベースで295億50百万円、全体ベースで424億37百万円、連結ベー

スで493億53百万円の資産を形成してきています。 

○資産のうち、純資産の一般会計等ベースで224億55百万円、全体ベースで280億40百万円、連結ベース

で 293 億 10 百万円については、これまでの世代で支払いが済んでおり、負債の一般会計等ベースで 70

億95百万円、全体ベースで143億97百万円、連結ベースで200億44百万円については、これからの世

代で負担していくことになります。

４．財務書類 3 表の説明 

(1) 貸借対照表 

平成 28 年 3 月 31 日現在で保有する①資産、②負債、③純資産を表示したものです。

                                     単位：百万円 

①資産の部（これまで積み上げてきた資産） ②負債の部（将来の世代が負担する金額） 

項 目 一般会計等 全体 連結 項 目 一般会計等 全体 連結 

資産の部 29,550 42,437 49,353 負債の部 7,095 14,397 20,044

固定資産 26,908 38,306 44,384 固定負債 6,382 13,199 17,863

有形固定資産 26,290 37,398 43,292  地方債等 5,415 11,631 15,511

無形固定資産 17 23 23  退職手当引当金 937 1,020 1,294

投 資その他の資産 601 885 1,069  その他 30 547 1,057

流動資産 2,642 4,131 4,969 流動負債 713 1,199 2,181

現金預金 606 1,691 1,826 １年以内償還予定地方債等 450 914 1,380

未収金  77 204 767  未払金 1 13 392

財政調整基金等 2,033 2,340 2,407 その他 262 271 409

徴収不能引当金 △73 △113 △113 負債の部合計 7,095 14,397 20,044

その他 0 9 82 純資産の部合計 22,455 28,040 29,310

資産の部合計 29,550 42,437 49,353 負債・純資産の部合計 29,550 42,437 49,353

町民 1 人当たり貸借対照表(平成 28 年 3 月 31 日人口：23,669 人) 

項 目 一般会計等 全体 連結 項 目 一般会計等 全体 連結 

資 産 125 万円 179 万円 209 万円 
負 債 30 万円 61 万円 85 万円 

純資産 95 万円 118 万円 124 万円 

＊四捨五入のため、数値が一致しない部分があります。 



○行政コスト計算書は、民間の損益計算書に近いものですが、単に損益を表すものではなく、様々

な行政サービスに要した費用（純行政コスト）を計算したものです。 

○純行政コストは現在の世代が利益を受けることで発生しているもので、町税や国県の補助金な

ど現在世代の負担で賄われるものです。 

○行政コストの総額から経常収益を引いた純行政コストは、一般会計ベースで 70 億 16 百万円、

全体ベースで 107 億 93 百万円、連結ベースで 124 億 63 百万円で、この不足分は地方交付税

などの一般財源や国県補助金で賄っています。 

○本年度の純資産残高が減少したのは、建物等の減価償却よる固定資産の評価額減少などが

要因となっています。

(2) 行政コスト計算書及び純資産変動計算書

 １年間の行政コストのうち、資産形成に結び付かない行政サービスに要したコストを①人件費、②

物件費、③経費、④業務関連費用、⑤移転支出に区分して表示したものです。 

（平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日）                         単位：百万円 

項  目 一般会計等 全体 連結 

経常費用（行政コスト総額）                   Ａ 7,445 12,216 16,997 

 人件費（人にかかるコスト） 

給与、報酬、退職給付費用など 
1,461 1,550 3,556 

物件費（物にかかるコスト） 

消耗品、備品、維持補修費、減価償却費など 
2,050 2,899 4,904 

その他の業務費用 

地方債の償還利子や徴収不能引当金繰入額など 
75 235 439 

移転費用 

町民への補助金や児童手当などの社会保障費など 
3,859 7,532 8,098 

経常利益                              Ｂ 364 1,361 4,582 

使用料及び手数料 

施設の使用料や証明書発行手数料など  
137 1,078 3,960 

 その他 227 284 622 

純経常行政コスト                   （Ａ－Ｂ） Ｃ 7,080 10,855 12,415 

臨時損失                              Ｄ 

災害復旧事業費、資産の除売却損など臨時に発生するもの 
23 25 135 

臨時利益                              Ｅ 

資産の売却益など臨時に発生するもの 
87 87 87 

純行政コスト                   （Ｃ＋Ｄ－Ｅ） Ｆ 7,016 10,793 12,463 

財源                                 Ｇ 7,327 11,093 13,344 

税収等 5,722 8,178 8,997 

国県等補助金 1,605 2,915 4,347 

本年度差額                       （Ｇ－Ｆ） Ｈ 311 300 881 

資産評価差額                            Ｉ 

有価証券等の評価差額など 
0 0 0 

無償所管替等                           Ｊ 

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 
60 65 65 

比例連結割合変更に伴う差額                Ｋ   37 

その他の純資産変動額                     Ｌ △1,606 △1,688 △1,688 

本年度純資産変動額         （Ｈ＋Ｉ＋Ｊ＋Ｋ＋Ｌ） Ｍ △1,236 △1,324 △706 

前年度末純資産残高                      Ｎ 23,691 29,364 30,016 

本年度末純資産残高                （Ｍ＋Ｎ） Ｏ 22,455 28,040 29,310 

町民 1 人当たり行政コスト計算書（平成 28 年 3 月 31 日人口：23,669 人） 

項  目 一般会計等 全体 連結 

純行政コスト 30万円 46万円 53万円 

財源 31万円 47万円 56万円 

本年度差額（財源－純行政コスト） 1万円 1万円 4万円 

＊四捨五入のため、数値が一致しない部分があります。 



○資金収支計算書は、１年間の資金の流れを表すもので、業務活動と投資活動の収支を合計したものを基

礎的財政収支（プライマリーバランス）といいます。平成27年度の基礎的財政収支は一般会計ベース

で△5百万円、全体ベースで18百万円、連結ベースで98百万円となりました。マイナス分については、

地方債の借入金で賄われたことになります。 

○平成27年度は、一般会計ベースで2億10百万円、全体ベースで1億73百万円、連結ベースで1億66

百万円の資金が増加しており、本年度末資金残高は、一般会計ベースで4億54百万円、全体ベースで

15億39百万円、連結ベースで16億74百万円となりました。 

(3) 資金収支計算書

 1年間の資金の増減を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分し表示したものです。 

（平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日）                         単位：百万円 

項 目 一般会計等 全 体 連 結 

業務活動収支               （②－①＋④－③） Ａ 679 1,009 1,631 

業務支出                              ① 

毎年継続的に支出される人件費、物件費、補助費、扶助費など 
6,830 11,191 15,605 

業務収入                              ② 

毎年継続的に収入される町税、使用料、手数料など 
7,529 12,221 17,257 

臨時支出                              ③ 

臨時的に支出されるもの、災害復旧事業費など 
20 21 21 

臨時収入                              ④ 

 臨時的に収入されるもの、資産の売却に伴う収入など 
0 0 0 

投資活動収支                    （⑥－⑤） Ｂ △684 △991 △1,532 

投資活動支出                           ⑤ 

公共施設整備や貸付金など 
1,248 1,609 2,870 

投資活動収入                           ⑥ 

土地の売却収入や公共施設整備の財源である補助金など 
563 618 1,338 

利払後基礎的財政収支                （Ａ＋Ｂ） Ｃ △5 18 99 

財務活動収支                      （⑧－⑦） Ｄ 215 155 68 

財務活動支出                           ⑦ 

地方債の元本の償還や基金の積立金など 
611 1,133 1,522 

財務活動収入                           ⑧ 

地方債や基金繰入金など 
827 1,288 1,589 

本年度資金収支額                    （Ｃ＋Ｄ） Ｅ 210 173 166 

前年度末資金残高                          Ｆ 244 1,366 1,508 

本年度末資金残高                    （Ｅ＋Ｆ） Ｇ 454 1,539 1,674 

前年度末歳計外現金残高                     Ｈ 154 154 154 

本年度末歳計外現金増減額                    Ｉ △2 △2 △2 

本年度末歳計外現金残高                （Ｈ＋Ｉ） Ｊ 152 152 152 

本年度末現金預金残高                 （Ｇ＋Ｊ） Ｋ 606 1,691 1,826 

＊四捨五入のため、数値が一致しない部分があります。 



 「社会資本形成の世代間比率」及び「負債比率」が一般会計等に比べて全体や連結で比率が高いのは、

水道事業や下水道事業が将来の使用料収入で資金回収することを前提として町債を借入する仕組みとな

っていることや、町債の償還年限が一般会計等よりも長いことが主な要因となっています。 

５．財務書類でわかること（全体会計の前年度との比較） 

①純資産比率（純資産÷総資産） 

企業会計の「自己資本比率」に相当し、資産のうち償還義務のない純資産がどれくらい

の割合かを表します。 この比率が高いほど財政状況が健全であるといえます。 

平成２７年度は、前年度から

３．３ポイント低くなっています。 

これは、退職手当引当金が

約１０億円増加したことによるも

のです。 

②社会資本形成の世代間比率（地方債等＋1 年以内償還予定地方債等/有形固定資産） 

 社会資本の整備の結果を示す事業用資産とインフラ資産と物品を地方債等などによって

どれくらい調達したかを表します。この指標が高いほど将来の世代が負担する割合が高い

ことを表します。 

 平成２７年度は、前年度より０．

２ポイント高くなっています。 

 これは、有形固定資産が４億

１３百万円増加したものの地方

債の償還が進んだことによるも

のです。 

③負債比率（負債/純資産） 

純資産（自己資本）に対する負債（地方債等）の割合を表しています。この指標が低いほ

ど財政状況が健全であるといえ

ます。 

④基礎的財政収支（業務活動収支＋投資活動収支） 

 プライマリーバランスとも言われ、借入や償還を除いた資金の収支を表します。この収支

が黒字であると、行政サービスに必要な資金を借金なしに賄えていることになります。 

 平成 27年度は全体で１８百万

円の黒字となりました。 

単位：百万円 

 平成２６年度 平成２７年度 

純 資 産 ２９，３６４ ２８，０４０ 

総 資 産 ４２，２９０ ４２，４３７ 

純資産比率 ６９．４％ ６６．１％ 

単位：百万円

 平成２６年度 平成２７年度 

地方債等 １１，２５９ １１，６３１ 

１ 年 以 内 償 還 予 定 地 方 債 等 １，０７４ ９１４ 

有形固定資産 ３６，９８５ ３７，３９８ 

社 会 資 本 形 成 の 世 代 間 比 率 ３３．３％ ３３．５％ 

単位：百万円 

 平成２６年度 平成２７年度 

負 債 １２，９２６ １４，３９７ 

純 資 産 ２９，３６４ ２８，０４０ 

負債比率 ４４．０％ ５１．３％ 

単位：百万円 

 平成２６年度 平成２７年度 

業務活動収支 ９７４ １，００９ 

投資活動収支 △９９９ △９９１ 

基礎的財務収支 △２５ １８ 



６．財務書類（全体会計）の対前年度比較 

【貸借対照表】 

 Ｈ26 ① Ｈ27 ② 差②－①  Ｈ26 ① Ｈ27 ② 差②－①

資産の部 42,290 42,437 147 負債の部 12,926 14,397 1,471

固定資産 38,422 38,306 △116 固定負債 11,550 13,199 1,649

有形固定資産 36,985 37,398 413  地方債等 11,259 11,631 372

無形固定資産 28 23 △5  退職手当引当金 0 1,020 1,020

投 資その他の資産 1,409 885 △524  その他 291 547 256

流動資産 3,868 4,131 263 流動負債 1,376 1,199 △177

現金預金 1,520 1,691 171 １年以内償還予定地方債等 1,074 914 △160

未収金  186 204 18  未払金 9 13 4

財政調整基金等 2,276 2,340 64 その他 293 271 △22

徴収不能引当金 △119 △113 6 負債の部合計 12,926 14,397 1,471

その他 5 9 4 純資産の部合計 29,364 28,040 △1,324

資産の部合計 42,290 42,437 147 負債・純資産の部合計 42,290 42,437 147

【行政コスト及び純資産変動計算書】 

 Ｈ26 ① Ｈ27 ② 差 ②－① 

経常費用                              Ａ 11,732 12,216 484 

 人件費 1,580 1,550 △30 

物件費 3,476 2,899 △577 

その他の業務費用 297 235 △62 

移転費用 6,379 7,532 1,153 

経常利益                              Ｂ 1,341 1,361 20 

 使用料及び手数料 1,078 1,078 0 

 その他 263 284 21 

純経常行政コスト                   （Ａ－Ｂ） Ｃ 10,391 10,855 464 

臨時損失                              Ｄ 16 25 9 

臨時利益                              Ｅ 2,057 87 △1,970 

純行政コスト                   （Ｃ＋Ｄ－Ｅ） Ｆ 8,350 10,793 2,443 

財源                                 Ｇ 10,523 11,093 570 

税収等 7,604 8,178 574 

国県等補助金 2,919 2,915 △4 

本年度差額                       （Ｇ－Ｆ） Ｈ 2,173 300 △1,873 

資産評価差額                            Ｉ 1 0 △1 

無償所管替等                           Ｊ △46,347 64 46,411 

その他の純資産変動額                     Ｋ △687 △1,688 △1,001 

本年度純資産変動額            （Ｈ＋Ｉ＋Ｊ＋Ｋ） Ｌ △44,860 △1,324 43,536 

前年度末純資産残高                      Ｍ 74,224 29,364 △44,860 

本年度末純資産残高                （Ｌ＋Ｍ） Ｎ 29,364 28,040 △1,324 



【資金収支計算書】 

Ｈ26 ① Ｈ27 ② 差 ②－① 

業務活動収支               （②－①＋④－③） Ａ 974 1,009 35 

業務支出                              ① 10,614 11,191 577 

業務収入                              ② 11,591 12,221 630 

臨時支出                              ③ 3 21 18 

臨時収入                              ④ 0 0 0 

投資活動収支                    （⑥－⑤） Ｂ △999 △991 8 

投資活動支出                           ⑤ 1,286 1,609 323 

投資活動収入                           ⑥ 287 618 331 

利払後基礎的財政収支                （Ａ＋Ｂ） Ｃ △25 18 43 

財務活動収支                      （⑧－⑦） Ｄ △220 155 375 

財務活動支出                           ⑦ 1,131 1,133 2 

財務活動収入                           ⑧ 911 1,288 377 

本年度資金収支額                    （Ｃ＋Ｄ） Ｅ △245 173 418 

前年度末資金残高                          Ｆ 1,611 1,366 △245 

本年度末資金残高                    （Ｅ＋Ｆ） Ｇ 1,366 1,539 173 

前年度末歳計外現金残高                     Ｈ 153 154 1 

本年度末歳計外現金増減額                    Ｉ 1 △2 △3 

本年度末歳計外現金残高                （Ｈ＋Ｉ） Ｊ 154 152 △2 

本年度末現金預金残高                 （Ｇ＋Ｊ） Ｋ 1,520 1,691 171 



（単位：円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 26,907,992,419 固定負債 6,382,345,344
有形固定資産 26,289,731,947 地方債 5,415,009,771
事業用資産 15,024,243,515 長期未払金 0
土地 9,057,160,600 退職手当引当金 937,422,000
立木竹 0 損失補償等引当金 0
建物 18,467,935,748 その他 29,913,573
建物減価償却累計額 -12,601,809,021 流動負債 712,666,827
工作物 456,111,837 1年内償還予定地方債 450,483,093
工作物減価償却累計額 -355,155,649 未払金 453,982
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 74,552,232
航空機 0 預り金 151,745,136
航空機減価償却累計額 0 その他 35,432,384
その他 0 7,095,012,171
その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
建設仮勘定 0 固定資産等形成分 28,936,295,599

インフラ資産 10,738,627,787 余剰分（不足分） -6,481,056,087
土地 6,178,798,760
建物 133,739,201
建物減価償却累計額 -72,243,482
工作物 12,732,248,105
工作物減価償却累計額 -8,384,073,867
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 150,159,070

物品 1,151,922,155
物品減価償却累計額 -625,061,510

無形固定資産 17,020,694
ソフトウェア 17,020,694
その他 0

投資その他の資産 601,239,778
投資及び出資金 52,106,673
有価証券 1,765,673
出資金 50,341,000
その他 0

投資損失引当金 0
長期延滞債権 101,255,849
長期貸付金 20,180,000
基金 524,342,456
減債基金 27,182,000
その他 497,160,456

その他 0
徴収不能引当金 -96,645,200

流動資産 2,642,259,264
現金預金 605,843,801
未収金 76,900,434
短期貸付金 0
基金 2,032,913,829
財政調整基金 2,032,913,829
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 -73,398,800 22,455,239,512

29,550,251,683 29,550,251,683

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【様式第１号】

一般会計等貸借対照表
（平成２８年　３月３１日現在）

科目 科目



（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

-1,091,557,759
-971,205,039
-5,509,851,048

311,002,758

-6,481,056,087

59,673,728
-514,319,912
-264,491,538
29,200,787,137
28,936,295,599

-190,650,038
-992,313,569

59,673,728

1,605,414,676
311,002,758

835,966,531
-255,331,000

22,455,239,512

190,650,038
992,313,569
-835,966,531
255,331,000
-221,028,000

-495,392 -495,392

7,016,212,741
7,327,215,499
5,721,800,823

-1,605,877,671
-1,235,696,577
23,690,936,089

221,028,000

7,016,212,741
7,327,215,499
5,721,800,823
1,605,414,676

87,076,180
87,076,180 金額

0 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

226,756,511

2,863,732
0
0
0

7,080,295,069
22,993,852
20,130,120

876,316,062
550,047,361
515,709

364,250,195
137,493,684

74,616,447
50,014,900
8,234,740
16,366,807

3,858,885,729
2,432,006,597

186,094,578
2,049,910,789
1,151,302,009
163,083,433
734,042,677
1,482,670

7,444,545,264
3,585,659,535
1,461,132,299
1,177,221,439
74,552,232
23,264,050

【様式第２号及び第３号（結合）】

一般会計等行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成２７年　４月　１日
至　平成２８年　３月３１日

科目 金額



（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 6,829,728,392
業務費用支出 2,822,776,613
人件費支出 1,439,810,636
物件費等支出 1,315,868,112
支払利息支出 50,014,900
その他の支出 17,082,965

移転費用支出 4,006,951,779
補助金等支出 2,580,072,647
社会保障給付支出 876,316,062
他会計への繰出支出 550,047,361
その他の支出 515,709

業務収入 7,529,417,420
税収等収入 5,714,825,842
国県等補助金収入 1,449,372,366
使用料及び手数料収入 137,840,064
その他の収入 227,379,148

臨時支出 20,130,120
災害復旧事業費支出 20,130,120
その他の支出 0

臨時収入 0
業務活動収支 679,558,908
【投資活動収支】
投資活動支出 1,247,644,569
公共施設等整備費支出 992,313,569
基金積立金支出 219,325,000
投資及び出資金支出 6,000
貸付金支出 36,000,000
その他の支出 0

投資活動収入 563,206,612
国県等補助金収入 156,042,310
基金取崩収入 99,548,000
貸付金元金回収収入 36,360,000
資産売却収入 186,136,302
その他の収入 85,120,000

投資活動収支 -684,437,957
【財務活動収支】
財務活動支出 611,493,584
地方債償還支出 556,992,000
その他の支出 54,501,584

財務活動収入 826,700,000
地方債発行収入 826,700,000
その他の収入 0

財務活動収支 215,206,416
210,327,367
243,771,298
454,098,665

前年度末歳計外現金残高 153,551,038
本年度歳計外現金増減額 -1,805,902
本年度末歳計外現金残高 151,745,136
本年度末現金預金残高 605,843,801

本年度資金収支額
前年度末資金残高

本年度末資金残高

【様式第４号】

一般会計等資金収支計算書
自　平成２７年　４月　１日
至　平成２８年　３月３１日

科目 金額



（単位：円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 38,306,253,530 固定負債 13,198,542,684

有形固定資産 37,398,370,211 地方債 11,631,088,624

事業用資産 15,029,938,589 長期未払金 0

土地 9,057,160,600 退職手当引当金 1,019,962,302

立木竹 0 損失補償等引当金 0

建物 18,467,935,748 その他 547,491,758

建物減価償却累計額 -12,601,809,021 流動負債 1,198,510,088

工作物 462,891,687 1年内償還予定地方債 913,970,518

工作物減価償却累計額 -356,240,425 未払金 13,162,225

船舶 0 未払費用 0

船舶減価償却累計額 0 前受金 0

浮標等 0 前受収益 0

浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 81,240,195

航空機 0 預り金 151,745,136

航空機減価償却累計額 0 その他 38,392,014

その他 0 14,397,052,772

その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

建設仮勘定 0 固定資産等形成分 40,615,355,155

インフラ資産 21,753,365,920 余剰分（不足分） -12,575,555,944

土地 6,278,374,175

建物 235,566,686

建物減価償却累計額 -109,074,970

工作物 30,610,517,550

工作物減価償却累計額 -15,670,513,703

その他 0

その他減価償却累計額 0

建設仮勘定 408,496,182

物品 1,642,010,156

物品減価償却累計額 -1,026,944,454

無形固定資産 22,920,914

ソフトウェア 22,920,914

その他 0

投資その他の資産 884,962,405

投資及び出資金 55,156,673

有価証券 1,765,673

出資金 53,391,000

その他 0

投資損失引当金 0

長期延滞債権 258,690,213

長期貸付金 20,180,000

基金 759,428,456

減債基金 27,182,000

その他 732,246,456

その他 0

徴収不能引当金 -208,492,937

流動資産 4,130,598,453

現金預金 1,690,614,229

未収金 204,145,930

短期貸付金 0

基金 2,339,797,829

財政調整基金 2,339,797,829

減債基金 0

棚卸資産 4,713,530

その他 4,610,998

徴収不能引当金 -113,284,063 28,039,799,211

42,436,851,983 42,436,851,983

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【様式第１号】

全体貸借対照表
（平成２８年　３月３１日現在）

科目 科目



（単位：円）

金額

経常費用 12,216,311,853
業務費用 4,683,953,243
人件費 1,550,001,101
職員給与費 1,251,924,550
賞与等引当金繰入額 81,240,195
退職手当引当金繰入額 23,264,050
その他 193,572,306

物件費等 2,899,061,163
物件費 1,555,061,512
維持補修費 210,465,426
減価償却費 1,131,985,935
その他 1,548,290

その他の業務費用 234,890,979
支払利息 176,457,334
徴収不能引当金繰入額 20,152,987
その他 38,280,658

移転費用 7,532,358,610
補助金等 2,780,509,983
社会保障給付 4,730,847,102
他会計への繰出金 0
その他 21,001,525

経常収益 1,361,269,187
使用料及び手数料 1,077,756,648
その他 283,512,539

純経常行政コスト 10,855,042,666
臨時損失 24,954,159
災害復旧事業費 20,130,120
資産除売却損 4,068,372
投資損失引当金繰入額 0
損失補償等引当金繰入額 0
その他 755,667

臨時利益 87,076,180
資産売却益 87,076,180
その他 0 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト 10,792,920,645 10,792,920,645
財源 11,092,938,482 11,092,938,482
税収等 8,177,928,414 8,177,928,414
国県等補助金 2,915,010,068 2,915,010,068

本年度差額 300,017,837 300,017,837
固定資産等の変動（内部変動） 438,597,638 -438,597,638
有形固定資産等の増加 1,583,899,067 -1,583,899,067
有形固定資産等の減少 -1,240,614,429 1,240,614,429
貸付金・基金等の増加 359,341,000 -359,341,000
貸付金・基金等の減少 -264,028,000 264,028,000

資産評価差額 -495,392 -495,392
無償所管換等 64,695,942 64,695,942
その他 -1,688,473,651 -514,319,912 -1,174,153,739

本年度純資産変動額 -1,324,255,264 -11,521,724 -1,312,733,540
前年度末純資産残高 29,364,054,475 40,626,876,879 -11,262,822,404
本年度末純資産残高 28,039,799,211 40,615,355,155 -12,575,555,944

金額

【様式第２号及び第３号（結合）】

全体行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成２７年　４月　１日
至　平成２８年　３月３１日

科目



（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 11,190,578,656
業務費用支出 3,510,153,996
人件費支出 1,528,388,431
物件費等支出 1,766,211,395
支払利息支出 176,457,334
その他の支出 39,096,836

移転費用支出 7,680,424,660
補助金等支出 2,928,576,033
社会保障給付支出 4,730,847,102
他会計への繰出支出 0
その他の支出 21,001,525

業務収入 12,220,763,511
税収等収入 8,142,286,244
国県等補助金収入 2,757,905,563
使用料及び手数料収入 1,064,523,528
その他の収入 256,048,176

臨時支出 20,885,787
災害復旧事業費支出 20,130,120
その他の支出 755,667

臨時収入 0
業務活動収支 1,009,299,068
【投資活動収支】
投資活動支出 1,609,481,727
公共施設等整備費支出 1,250,140,727
基金積立金支出 323,335,000
投資及び出資金支出 6,000
貸付金支出 36,000,000
その他の支出 0

投資活動収入 617,988,612
国県等補助金収入 167,824,310
基金取崩収入 142,548,000
貸付金元金回収収入 36,360,000
資産売却収入 186,136,302
その他の収入 85,120,000

投資活動収支 -991,493,115
【財務活動収支】
財務活動支出 1,132,759,862
地方債償還支出 1,075,046,634
その他の支出 57,713,228

財務活動収入 1,287,500,000
地方債発行収入 1,287,500,000
その他の収入 0

財務活動収支 154,740,138
172,546,091
1,366,323,002
1,538,869,093

前年度末歳計外現金残高 153,551,038
本年度歳計外現金増減額 -1,805,902
本年度末歳計外現金残高 151,745,136
本年度末現金預金残高 1,690,614,229

前年度末資金残高

本年度末資金残高

本年度資金収支額

【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　平成２７年　４月　１日
至　平成２８年　３月３１日

科目 金額



（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債
有形固定資産 地方債等
事業用資産 長期未払金
土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債等
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分
インフラ資産 余剰分（不足分）
土地 他団体出資等分
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金
有価証券
出資金
その他

長期延滞債権
長期貸付金
基金
減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金
財政調整基金
減債基金

棚卸資産

その他
徴収不能引当金

繰延資産

0
258,690,213

-215,406,956

77,792,920

0

49,353,110,810

-113,284,063

2,407,183,953

27,094,019

純資産合計 29,309,554,105

資産合計 負債及び純資産合計 49,353,110,810

0

4,610,998

766,672,173
0

2,407,183,953

0

4,969,121,873
1,826,145,892

943,794,085
27,182,000
916,612,085

1,069,328,034
55,156,673
1,765,673

53,391,000

22,920,919
22,920,914

5

408,496,182
3,283,289,342

-1,977,439,428

-15,670,513,703
0
0

235,566,686
-109,074,970
30,610,517,550

0 46,700,004,581
21,753,365,920 -17,390,450,476
6,278,374,175 0

0 67,532,381
4,788,121,449 負債合計 20,043,556,705
-2,759,234,633

0 0

0 189,748,848

0 151,745,136

-357,113,712 391,803,525

0 0

0 0

23,331,262,068 1,056,942,394
-14,882,275,060 2,180,951,903
467,743,283 1,380,122,014

20,232,524,151 0
9,644,020,755 1,294,294,410

0 0

44,383,988,937 17,862,604,801
43,291,739,985 15,511,367,997

【様式第１号】

連結貸借対照表
（平成２８年　３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

他団体分損益
純行政コスト

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

比例連結割合変更に伴う差額

その他

本年度純資産変動額

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

-3,607,850401,610,226

-1,677,519,773

264,028,000

-706,416,914

36,592,782 -9,498,466 46,091,248

-1,104,419,290

-495,392 -495,392
64,695,942

-849,682,760

4,347,246,033

0
64,695,942

46,700,004,581

-264,028,000

-17,390,450,476
3,607,850

0

0

-838,790,891

0

-16,286,031,186
29,309,554,105

884,871,255
1,196,590,901 -1,196,590,901

376,966,769 -376,966,769
1,677,519,773

0

-1,688,473,651

30,015,971,020 46,298,394,355

4,347,246,033
881,263,405

12,462,877,336

-3,607,850

13,344,140,741
8,996,894,708

2,761,171,906 -2,761,171,906

13,344,140,741
8,996,894,708

12,462,877,336

金額0
固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

622,009,612

8,159,409
0

87,076,180
87,076,180

12,415,217,883
134,735,633
20,130,120

106,446,104

6,809,438,481
21,001,525

4,582,042,499
3,960,032,887

438,839,299
254,085,463
24,269,470
160,484,366
8,097,941,857
1,267,501,851

694,069,267
4,904,008,602
3,067,021,256
278,610,268
1,556,828,789
1,548,290

【様式第２号及び第３号】

連結行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成２７年　４月　１日
至　平成２８年　３月３１日

科目 金額

16,997,260,382
8,899,318,525
3,556,470,624
2,615,520,678
189,748,848
57,131,831



（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出
業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】
投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】
財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支

比例連結割合変更に伴う差額

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

410,912

153,551,038
-1,805,902
151,745,136
1,826,145,893

前年度末資金残高 1,507,830,021

本年度末資金残高 1,674,400,757

93,258,828
1,589,153,266
1,589,153,266

0

6,000
40,116,483

0
1,337,854,903
521,404,293
508,657,486

本年度資金収支額 166,159,824

36,360,000
186,313,124
85,120,000

1,521,591,063
1,428,332,234

-1,531,915,039

67,562,204

755,667
0

2,869,769,942
2,408,883,345
420,764,114

1,630,512,659

8,950,355,183
3,836,561,555
3,875,527,189
594,344,324
20,885,787
20,130,120

161,300,544
8,354,286,677
1,523,846,671
6,809,438,481
21,001,525

17,256,788,251

15,605,389,805
7,251,103,128
3,519,180,503
3,316,536,619
254,085,463

【様式第４号】

連結資金収支計算書
自　平成２７年　４月　１日
至　平成２８年　３月３１日

科目 金額


